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平成１６年８月６日
総 務 部

中期的な財政改革の具体的取組と効果額
※個別の事務事業の具体的な取扱いは、最終的には各年度の予算編成を通じて決定

項 目 収支改善目標額
概 数

１００億円程度Ⅰ 行政の効率化・スリム化

１ 総人件費の抑制
(1)給与の縮減・見直し
①給与カット
○特別職(H16.4.1～H19.3.31)
知事：２０％
副知事・出納長・常勤の監査委員・教育長：１５％

○議員(H16.4.1～H18.3.31)
議長：２０％、副議長・議員：１５％

○一般職
(H16.8.1～H17.3.31)
部次長級：１０％、課長級：８％、その他：４～５％
(H17.4.1～H19.3.31)

うち・部次長級：１０％、課長級：８％、その他：６％
９０億円程度・諸手当に連動

②手当の見直し
○時間外勤務手当の縮減
・上限時間の設定
(対前年度比H16:▲15％、H17:▲20％、H18:▲25％)

・週休日振替の促進、ノー残業デーの遵守 など
○退職手当・寒冷地手当・特殊勤務手当等の見直し

(2)定員削減・その他
①Ｈ20までに500人削減
計画を10年間から6年間に前倒し

②嘱託職員、臨時職員の削減

２ 内部管理経費の縮減
(1)県立機関の見直し

地方機関、県立学校、警察署の統廃合

(2)その他
庁舎清掃等施設管理経費、電子システム運用経費、被服貸与
等福利厚生関係経費、公用車などの内部管理経費の縮減

３ 外郭団体の見直し うち
１０億円程度①団体の統合等あり方の見直し(H15見直し：15団体)

②人的・財政的関与の縮小
③外郭団体における事務執行等の見直し
・ 公の施設」の管理運営における指定管理者制度の導入(平「
成１７年４月)により、サービスの向上やコスト縮減を図る
・ 島根県が出資する法人の健全な運営に関する条例」に基「
づく経営評価の実施を通して、外郭団体の事務事業見直し・
効率化を図る
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項 目 収支改善目標額
概 数

２００億円程度Ⅱ 事務事業の見直し・削減
～１５０
億円程度１ 重点化予算枠

（重点化方針に基づき全庁的視点に立って実施する施策）
平成１６年度重点プロジェクト事業採択分について、現計画
の実績等を検証の上必要な予算枠を確保

うち
２０億円程度２ 特別需要枠
県単独施策（年度間変動が大きく臨時的な特別の需要に対応する施策）
の廃止・縮事業ごとに個別に精査・見直し
減か、超過

地域予算枠 課税による３
増収かを選（地方機関の多様な発想により地域課題に取り組む施策）
択必要な予算枠を確保

公共事業枠４
（補助公共、県単公共、直轄事業負担金）
補助公共・単独公共について、平成２０年度までに事業費を
半減することを目途として、当面平成１８年度までに補助公
共・単独公共あわせて３０％程度（平成１６年度対比）削減

※削減に当たっての考え方
長期的な事業計画に基づく事業継続性の確保や地域経済・雇
用に与える影響等を考慮し、段階的な事業費の削減とする

部局調整枠５
（配分予算枠に従い、各部局が主体的に調整する経費）

(1)一般施策経費
うち・平成１８年度の一般財源総額を、平成１６年度の概ね５０％
１００億円に削減
程度・島根県総合計画に係る７０施策の優先順位付けに基づき、各

部局に予算枠を傾斜配分
・各部局において予算枠配分の考え方を踏まえ、配分予算枠を
限度に予算編成

・奨励的県単独補助金を平成１７年度予算編成においてゼロベ
ースで見直し。必要なものは再構築して予算化

経常経費等（２）
・平成１８年度の一般財源総額を、平成１６年度の概ね９０％
に削減

・既存の公の施設については、譲渡・廃止・休止を含めて見直
し。また、指定管理者制度の導入により経費を削減
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項 目 収支改善目標額
概 数

義務的経費等６
扶助費 うち（１）

３０億円程度県単独扶助費については、制度を見直し
県単独施策
の廃止・縮（２）特別会計・企業会計繰出金
減か、超過経営の合理化・効率化を図るとともに、一般会計からの負担
課税によるのあり方を見直し
増収かを選
択（３）その他の経費についても精査

うち７ 執行段階での節減努力
５０億円程度

１０億円程度Ⅲ 財源の確保
～６０

１ 県税収入の確保 億円程度
(1)課税自主権の活用
①核燃料税の更新、産業廃棄物減量税・水と緑の森づくり税
(仮称)の導入

②超過課税の検討
(県単独施策との選択により、最大５０億円程度を想定)

(2)その他
①経済活性化による増収
②減免基準のさらなる見直し
③滞納額の縮減

２ 受益者負担の適正化
①使用料・手数料、分担金・負担金の見直し
(職員宿舎、職員駐車場、県営住宅駐車場、公の施設など)

②各種事業に係る受益者負担の導入

３ その他
①県有財産の売却促進、短期的貸付
②宝くじの販売促進
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